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はじめに 

 

中小企業のグローバル化が叫ばれる現在、長崎県でも多くの中小企業が、韓国や台

湾、中国などアジア諸国への事業展開を進めています。 

そうした中、我が国の商標がそれらの国々で第三者により出願・登録されるという

ケースが散見されるようになり、本県の企業が海外展開を行ううえで支障をきたすこ

とが懸念されます。 

これらの商標問題に対応するためには、各国の商標制度を理解するとともに、商標

の出願・登録状況等を監視・把握し、自らの商標を早期に出願・登録するなど適切な

対策が求められます。 

このような問題意識の下、商標登録の重要性や抜け駆け商標登録への対応のポイン

ト等について理解していただくため、本マニュアルを作成いたしました。 

本マニュアルが韓国、台湾、中国で事業展開を考えられている県内企業の皆様の一

助となれば幸いです。 

なお、今回のマニュアル作成にあたり、ご協力いただきました関係機関及び関係者

の皆様方に末筆ではございますが御礼を申し上げます。 

 

 

 

 

平成２５年２月 

長崎県産業振興課長 
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１ 商標の基本 

 

商標とは、事業者が自社の取り扱う商品・サービスを他社のものと区別するため

に使用するマークであって、文字、図形、記号、立体的形状やこれらの結合、また

はそれらと色彩との結合によって構成されるものです。 

 

商標の構成 内   容 

文字商標 文字からなる商標 

図形商標 

写実的なものから図案化したもの、幾何学的模様等の図形から構成され

る商標 

記号商標 

暖簾（のれん）記号、仮名記号、アルファベット文字を輪郭で囲んだも

のなどや文字を図案化し組み合わせた記号からなる商標 

立体商標 

商標を立体化したもの、容器等を特殊な形状にして商標として使用する

もの、人物や動物等を立体化し商標として使用するもの 

結合商標 文字、図形、記号、色の２つ以上を組み合わせた商標 

 

商標制度は、事業者が商品やサービスに付ける商標を保護することにより、商標

を使用する者の業務上の信用の維持を図ることを通じて、産業の発達に寄与すると

ともに需要者の利益を保護することを目的としています。 

商標権の効力は、権利を取得した国の領域内に限られ、その領域を超えて外国に

まで及ぶものではありません。したがって、外国での商標権取得を考える場合、権

利を取得したい国の特許庁にそれぞれの法律に従って出願する必要があります。 

韓国、台湾、中国では、日本と同様、同一又は類似の商標の出願があった場合、

その商標を先に使用していたか否かにかかわらず、先に出願した者に登録を認める

先願主義という考え方を採用しています。 

 

 日本 韓国 台湾 中国 

認定 先願主義 先願主義 先願主義 先願主義 

存続期間 １０年 １０年 １０年 １０年 

取扱機関 特許庁（JPO） 特許庁(KIPO) 経済部知的財産

局 

中華人民共和国

国家工商行政管

理総局商標局 

商標の範囲 ①文字 

②図形 

③記号 

④立体的形状 

⑤ ①～④の結合 

⑥ ①〜⑤と色彩

との結合 

①文字  

②図形 

③記号 

④立体的形状 

⑤ ①〜④の結合 

⑥ ①～⑤と色彩

との結合 

⑦動作  

⑧ホログラム 

①文字 

②図形 

③記号 

④立体的形状 

⑤ ①〜④の結合 

⑥ ①～⑤と色彩

との結合 

⑦音 

①文字 

②図形 

③立体的形状 

④ ①〜③の結合 

⑤ ①〜④と色彩

との結合 
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 日本 韓国 台湾 中国 

商標の種類 商品商標 

団体商標 

役務商標 

地域団体商標 

防護標章 

商品商標 

役務商標 

団体標章 

地理的表示団体標章 

業務標章 

商品商標 

役務商標 

証明標章 

団体標章 

団体商標 

商品商標 

役務商標 

証明商標 

団体商標 

地理的標識商標 

主な登録要

件 

自己の業務に係る

商品又は役務に

ついて使用をする

商標 

特 別顕著性 を 有

する商標 

 

商標の持つ本質

的機能として、そ

の商標により消費

者が何人の業務

に係る商品・サー

ビスであるかを認

識できる機能（商

標 と し て の 識 別

力）を有すること 

(1) 顕著性を有す

ること 

(2) 先行する他人

の 権利と抵触し

ないこと 

登録できな

い主な商標 

（ 不 登 録 事

由など） 

①その商品又は役務

の普通名称を普通

に用いられる方法で

表示する標章のみ

からなる商標 

②その商品又は役務

について慣用されて

いる商標 

③その商品の産地、

販売地、品質、原材

料、効能、用途、数

量、形状（包装の形

状を含む。）、価格

若しくは生産若しく

は使用の方法若しく

は時期又はその役

務の提供の場所、

質、提供の用に供

す る 物 、 効 能 、 用

途、数量、態様、価

格若しくは提供の方

法若しくは時期を普

通に用いられる方法

で表示する標章の

みからなる商標 

④ありふれた氏又は

名称を普通に用い

られる方法で表示

する標章のみからな

る商標 

⑤極めて簡単で、か

つ、ありふれた標章

のみからなる商標 

⑥①～⑤に掲げるも

ののほか、需要者が

何人かの業務に係

る商品又は役務で

あることを認識する

ことができない商標 

①商品の普通名称だ

けで表示された商標 

②慣用標章 

③ 商 品 の 産 地 、 品

質、原料、効能、用

途、数量、形状、価

格、生産方法、加工

方法、使用方法、時

期などを普通に使

用する方法で表示し

た標章のみからなる

商標 

④ 顕 著 な 地 理 的 名

称、その略語又は地

図だけでできた商標 

⑤簡単でありふれた

標章のみからなる商

標 

⑥ありふれた姓又は

名称を普通に使用

する方法で表示した

標章のみからなる商

標 

⑦その他の需要者が

誰の業務に関連し

た商品を表示するも

のかを識別できない

商標 

⑧大韓民国の国旗、

国章、大韓民国又

は公共機関の監督

用(証明用)認証又

は記号などと同一類

似のもの 

⑨工業所有権の保護

のためのパリ条約同

盟国、世界貿易機

構会員国、商標法

条約締結国の国旗

①識別力のない商標

（説明性標識、通用

標章又は名称、その

他の先天的識別力

を具えない標識） 

②商品又は役務の機

能を発揮するために

のみ必要であるもの 

③台湾の国旗、国の

紋章、国璽、軍旗、

軍の徽章、印章、勲

章又は外国の国旗

又は世界貿易機関

の加盟国がパリ条約

第 6 条の 3 第 3 号

によって通知した外

国の紋章、国璽又

は国の徽章と同一

又は類似のもの 

④国父（孫文）又は国

家元首の肖像又は

氏名と同一のもの 

⑤台湾の政府機関又

はその为催する博

覧会の標章，又はこ

れらが授与する表彰

状等と同一又は類

似のもの 

⑥国際的な政府組織

又は台湾内外の著

名で、且つ公益的

性質を具えた組織

の徽章、旗、その他

の記章、略語、名称

と同一又は類似のも

ので、公衆が誤認、

誤信するおそれがあ

るもの 

⑦国内外で品質管理

①中華人民共和国の

国名，国旗，国章，

軍旗，又は勲章と

同一若しくは類似

のもの，及び 中央

国家機関所在地の

特定地名又は代表

的な建築物の名称

及び設計と同一の

もの 

②外国の国名，国旗，

国章，又は軍旗と

同一若しくは類似

のもの 

③政府間で組織する

国際組織の名称，

旗，又は徽章と同

一若しくは類似の

もの 

④監督用又は保証用

の政府標識又は検

査印と同一若しく

は類似のもの 

⑤「赤十字」，「赤新

月」の名称，又は

標識と同一若しく

は類似のもの 

⑥民族差別扱いの性

格を帯びたもの 

⑦商品の宣伝におい

て，誇大性及び欺

瞞性を帯びたもの 
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 日本 韓国 台湾 中国 

⑦ 国旗、菊花紋章、

勲章、褒章又は外

国の国旗と同一又

は類似の商標 

⑧ パ リ 条 約 の 同 盟

国、世界貿易機関

の加盟国又は商標

法条約の締約国の

国の紋章その他の

記章（パリ条約の同

盟国、世界貿易機

関の加盟国又は商

標法条約の締約国

の国旗を除く。）であ

つて、経済産業大

臣が指定するものと

同一又は類似の商

標 

⑨ 国際連合その他

の国際機関を表示

する標章で経済産

業大臣が指定する

ものと同一又は類似

の商標 

⑩赤十字標章や国民

保護特殊標章と同

一又は類似の商標 

⑪日本国又はパリ条

約の同盟国、世界

貿易機関の加盟国

若しくは商標法条約

の締約国の政府又

は地方公共団体の

監督用又は証明用

の印章又は記号の

うち経済産業大臣が

指定するものと同一

又は類似の標章を

有する商標で、その

印章又は記号が用

いられている商品又

は役務と同一又は

類似の商品又は役

務について使用を

するもの 

⑫国若しくは地方公

共団体若しくはこれ

らの機関、公益に関

する団体で営利を

目的としないもの又

は公益に関する事

業で営利を目的とし

ないものを表示する

標章で著名なものと

同一又は類似の商

標 

⑬公の秩序又は善良

の風俗を害するお

と同一又は類似のも

の 

⑩国際赤十字社、国

際オリンピック委員

会、又は著名な国

際機関の名称、略

称、表彰と同一又は

類似のもの 

⑪WIPO から通知を

受け特許庁長官が

指定した同盟国など

の紋章などと、同盟

国などが加入した政

府間国際機構の名

称などと同一又は類

似のもの 

⑫国家、人種、民族、

公共団体、宗教又

は著名な故人との

関係を虚偽表示し

たり、これらを誹謗

又は侮辱したり悪評

を受けさせるおそれ

のあるもの 

⑬国家、公共団体、

公益法人の営利を

目的としない業務、

公益事業を表示す

る表彰として著名な

ものと同一又は類似

のもの 

⑭著名な業務標章と

同一、類似のもの 

⑮商標それ自体又は

商標が商品に使用

される場合、需要者

に与える意味と内容

が一般人の通常の

善良な風俗に反し

たり商品の流通秩序

とその他の公共秩

序を害するおそれの

あるもの 

⑯政府や外国政府が

開催したり承認下で

開催された博覧会

の賞牌、賞状又は

包装と同一類似のも

の 

⑰ 著 名 な 他 人 の 氏

名、名称など、又は

これらの略称を含む

もの 

⑱著名商標と混同を

起こすおそれのある

もの 

⑲商品の品質誤認又

は需要者を欺瞞す

又は査証を表すの

に用いる国の標識、

マークと同一又は類

似のもので、且つ同

一又は類似の商品

又は役務に使用す

るもの 

⑧公序良俗を害する

もの 

⑨公衆にその商品又

は役務の性質、品

質又は産地につい

て誤認、誤信させる

おそれがあるもの 

⑩台湾又は外国のワ

イン又はリカーの産

地表示と同一又は

類似のもので、且つ

ワイン又はリカーと

同一又は類似の商

品に使用しており、

且つ該外国は台湾

と協定を締結する、

又は同じ国際条約

に加盟する、又はワ

イン又はリカーの産

地表示の保護を相

互に承認するもの 

⑪同一又は類似の商

品又は役務につい

て、他人の登録商標

又は他人が先に出

願した商標と同一又

は類似のもので、関

連する消費者に混

同誤認を生じさせる

お そ れ が あ る も の

（当該登録商標又は

先に出願した商標

の所有者が後の登

録出願に同意し、且

つ、明らかに不当な

事情がないものを除

く） 

⑫他人の著名な商標

又は標章と同一又

は類似のもので、関

連する公衆に混同

誤認を生じさせるお

それがあるもの、又

は著名な商標又は

標章の識別力又は

信用を損なうおそれ

があるもの。（当該商

標又は標章の所有

者の同意を得て登

録出願した場合を除

く） 

⑧社会主義道徳風習

を害し，又はその

他の有害な影響を

及ぼすもの 

⑨県又はそれ以上の

クラスの行政区画

の地名及び一般に

知られた外国地名

当該商品の普通に

用いられる名称，

意匠，ひな形のみ

からなるもの 

⑩商品の品質，主要

原料，機能，用途，

重量，数量及びそ

の他の特徴を直接

に表示したもの  



１ 商標の基本 

 

- 5 - 

     

 日本 韓国 台湾 中国 

それがある商標 

⑭他人の肖像、他人

の氏名、名称、著名

な 雅 号 、 芸 名 、 筆

名、これらの著名な

略称を含む商標（そ

の他人の承諾を得

ているものを除く。） 

⑮政府若しくは地方

公共団体（以下「政

府等」という。）が開

設する博覧会若しく

は政府等以外の者

が開設する博覧会

で特許庁長官の定

める基準に適合す

るもの又は外国でそ

の政府等若しくはそ

の許可を受けた者

が開設する国際的

な博覧会の賞と同

一又は類似の標章

を有する商標（その

賞を受けた者が商

標の一部としてその

標章の使用をするも

のを除く。） 

⑯他人の業務に係る

商品や役務を表示

するものとして需要

者の間に広く認識さ

れている商標、これ

に類似する商標で、

その商品や役務、こ

れらに類似する商

品や役務について

使用をするもの 

⑰当該商標登録出願

の日前の商標登録

出願に係る他人の

登録商標、これに類

似する商標で、その

商標登録に係る指

定 商 品 や 指 定 役

務、これらに類似す

る商品や役務につ

いて使用をするもの 

⑱他人の登録防護標

章と同一の商標で、

その防護標章登録

に係る指定商品、指

定役務について使

用をするもの 

⑲種苗法で品種登録

を受けた品種の名

称と同一または類似

の商標で、その品種

の種苗又はこれに

るおそれのあるもの 

⑳周知商標と同一類

似のもの 

○21 国内又は国外の需

要者間に特定人の

商品を表示するもの

と認識されている商

標、又は特定地域

の商品を表示するも

のと認識されている

地理的表示と同一

類似の商標であっ

て、不当な利益を得

ようとしたり、特定人

に損害を加えようと

するなど不正な目的

を持って使用するも

の 

○22 商標登録を受けよ

うとする商品又は商

品の包装の機能を

確保するのに不可

欠な立体的形状の

みでできていたり色

彩又は色彩の組合

せのみからなるもの 

○23 世界貿易機構加入

国内の葡萄酒及び

蒸溜水の産地に関

する地理的表示で

構成されていたり同

表示を含む商標で

あって、葡萄酒、蒸

溜水又はこれと類似

の商品に使用しよう

とするもの（地理的

表示の正当な使用

者がその該当商品

を指定商品にし、地

理的表示団体標章

登録出願をした場

合を除く） 

○24 種子産業法により

登録された品種名

称と同一又は類似

の商標であってその

品種名称と同一又

は類似の商品につ

いて使用するもの 

○25 農産物品質管理法

又は水産物品質管

理法によって登録さ

れた他人の地理的

表示と同一又は類

似すると認識されて

いる商品に使用する

もの 

○26 大韓民国が外国と

⑬同一又は類似の商

品又は役務につい

て、他人が先に使用

している商標と同一

又は類似のものであ

って、出願人が当該

他人との間に契約、

地縁、業務上の取

引又はその他の関

係を有することによ

り、当該他人の商標

の存在を知ってお

り、それを真似る意

図で登録を出願した

場合。（当該他人の

同意を得て登録出

願した場合を除く） 

⑭ 他人の肖像又は

著名な氏名、芸名、

ペンネーム、屋号を

有するもの。（当該

他人の同意を得て

登録出願したものを

除く） 

⑮著名な法人、商号

又はその他の団体

の名称を有し、関連

する公衆に混同誤

認を生じさせるおそ

れのあるもの。（その

同意を得て登録出

願した場合を除く） 
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 日本 韓国 台湾 中国 

類似する商品若しく

は役務について使

用をするもの 

⑳他人の業務に係る

商品や役務と混同

を生ずるおそれがあ

る商標 

○21 商品の品質や役務

の質の誤認を生ず

るおそれがある商標 

○22 日本国のぶどう酒

若しくは蒸留酒の産

地のうち特許庁長官

が指定するものを表

示する標章等 

○23 商品又は商品の包

装の形状で、その商

品又は商品の包装

の機能を確保する

ために不可欠な立

体的形状のみから

なる商標 

○24 他人の業務に係る

商品又は役務を表

示するものとして日

本国内又は外国に

おける需要者の間

に広く認識されてい

る商標と同一又は類

似の商標で、不正

の目的をもつて使用

をするもの（前各号

に 掲 げ る も の を 除

く。） 

二国間又は多国間

で締結し発効された

自由貿易協定により

保護する他人の地

理的表示と同一又

は類似のもの(又は

その地理的表示で

構成されるか、その

地理的表示を含む

もの)として、当該地

理的表示を使用す

る商品と同一もしく

は同一と認識されて

いる商品に使用する

もの 

○27 先出願による他人

の登録商標と同一

又は類似のもの 

○28  商標権が消滅し

た日から 1 年が経

過していない他人の

登録商標と同一又

は類似のもの 

異議申立 

公報の 発行の日

の翌日から起算し

て２月 

公告日より２月 

登録公告日より 

３月 

公告日より３月 
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なお、日本、韓国、台湾、中国での商標権を取るための手続は、次のとおりです。 

 

（１）日本の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 特許庁ホームページ「商標権を取るための手続」 
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（２）韓国の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）「模倣対策マニュアル 韓国編 ２０１２年３月」 
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（３）台湾の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 財団法人交流協会「台湾模倣対策マニュアル ２０１２年３月」 
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（４）中国の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）「模倣対策マニュアル 中国編 ２０１２年３月」 
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２ 韓国・台湾・中国における商標出願・登録情報の調査方法 

 

すでに第三者によって同一・類似の商標が登録されている場合は、商標を使用する

ことができず、商標権を侵害した場合は、それぞれの国の商標法の規定により刑罰を

受ける場合があるので充分に注意しなければなりません。 

したがって、海外で商品を販売するには、その国に先行の登録商標がないかを調査

することが重要です。 

海外での商標調査にあたっては、日本の弁理士や弁護士を介して現地の法制に精通

した専門家（弁理士・弁護士など）に調査を依頼することが一般的ですが、インター

ネットを利用して、各国の特許庁が整備している無料の商標登録データベースにアク

セスし簡単な検索を行うこともできます。 

以下、韓国、台湾、中国のデータベースについて紹介します。 

 

（１）韓国における先行商標の調査について 

韓国特許庁（KIP0

※

1
）が公開している知的財産権情報サービス「KIPRIS

※

2
」を利

用します。 

※1  Korean Intellectual Property Office）  ※2  Korea Intellectual Property Rights Information Service 

 

①アクセス先 

トップページ（韓国語）http://www.kipris.or.kr/kor/main/main.jsp 

英語版のウェブページ http://eng.kipris.or.kr/eng/main/main_eng.jsp 

※Google や Yahoo! JAPAN などの検索サービスを行っているウェブサイトから

「KIPRIS」で検索すると簡単です。 

 

 

②操作手順 

操作方法については、JETRO（日本貿易振興機構）

が公開している「KIPRIS 簡易マニュアル」をご覧く

ださい。 

《最新のマニュアルの入手先》 

JETRO のホームページ 

HOME>海外ビジネス情報>国・地域別情報>アジア>韓国>知的財産に関する情報 

http://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/ip/ 

 

KIPRIS 
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（参考）「長崎」で検索した場合の例 

日本語や英語、韓国語の文字を入力して検索します。韓国語で検索する場合

は、翻訳サイトを利用すると便利です。なお、日本語では検索にかからない場

合が多くあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「長崎」を韓国語に翻訳した「나가사키」で検索した結果表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細を見るには 

Application NO. 

（出願番号）を 

クリック 
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「나가사키 짬뽕 長崎ちゃんぽん」の詳細表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2008 年 11 月 5 日に拒絶

決定（＝審査の結果、審

査官が出願を拒絶査定

し、権利を付与しないこ

とを決定） 

指

定

商

品

の

一

覧 

法

的

措

置

状

況 

1 곡물을 주원료로 한 스낵식품 

（穀物を主原料としたスナック食品） 

2 국수（麺） 

3 라면（ラーメン） 

4 만두（餃子） 

5 면류（麺類） 

6 소면국수（そうめん） 

7수프용 파스타（スープ用パスタ） 

…… 
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（２）台湾における先行商標の調査について 

台湾知的所有権局（TIPO

※

3
)が公開している「商標検索系統」を利用します。 

※3  Taiwan Intellectual Property Office 

 

①アクセス先 

http://tmsearch.tipo.gov.tw/TIPO_DR/index.jsp 

 

※Google や Yahoo! JAPAN などの検索サービスを行っているウェブサイトから

「台湾 商標」で検索すると簡単です。 

 

 

②操作手順 

操作方法については、特許庁のホームページで公開

されている「経済部智慧財産局サイト 商標検索シス

テムの検索方法」をご覧ください。 

《最新のマニュアルの入手先》 

特許庁のホームページ 

HOME >外国知的財産権情報 のページの「冒認商標対策」 

http://www.jpo.go.jp/torikumi/kokusai/kokusai2/shohyo_syutugantaisaku.htm 

 

経済部智慧財産局サイト 

 

 

 

 

 

 

 

 

台湾  商標 
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（参考）「壱岐」で検索した場合の例 

中国語で検索する場合は、翻訳サイトを利用すると便利です。なお、台湾の場

合、中国語の繁体字が多く使われています。また、日本語では検索にかからない

場合が多くあります。 

日本語 OS のパソコンでは、文字化けが多少発生します。ブラウザーの文字エ

ンコーディング設定を「繁体字中国語(Big5)」にし、リロード（再読み込み）す

ることで多くの場合解消されます。 

 

「壱岐」を中国語（繁体字）に翻訳した「壹岐」で検索した結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影像顕示（画像表示）          詳細画面 
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（３）中国における先行商標の調査について 

中華人民共和国国家工商行政管理総局商標局が公開している中国商標データ

ベース「中国商標網」を利用します。 

 

①アクセス先 

トップページ（中国語）http://sbj.saic.gov.cn/sbcx/ 

英語版のウェブページ http://sbcx.saic.gov.cn/trade-e/ 

※GoogleやYahoo! JAPANなどの検索サービスを行っているウェブサイトから「中

国商標網」で検索すると簡単です。 

 

 

②操作手順 

操作方法については、特許庁及び JETRO（日本貿易振興機

構）が公開している「中国商標局のデータベース（中国商標

網）による商標検索マニュアル」をご覧ください。 

《最新のマニュアルの入手先》 

特許庁のホームページ 

HOME >外国知的財産権情報 のページの「冒認商標対策」 

http://www.jpo.go.jp/torikumi/kokusai/kokusai2/shohyo_syutugantaisaku.htm 

 

中国商標局サイト 

中国商標網 
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（参考）「長崎」で検索した場合の例 

日本語や英語、中国語の文字を入力して検索します。中国語で検索する場合

は、翻訳サイトを利用すると便利です。なお、中国の場合、簡体字が多く使

われています。また、日本語では検索にかからない場合が多くあります。 

 

「長崎」を中国語（簡体字）に翻訳した「 崎」で検索した結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注冊号／申請号（登録番号／申請番号）「6999470」の詳細内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長崎県が出願 

※審査の結果、「公衆

によく知られている外国

の地名」という理由で拒

絶査定されましたが、こ

の決定により、「長崎」

が第三者により抜け駆

け登録される可能性が

極めて低いことが確認

されました。 

注冊（＝登録）

公告期号・日

期が空欄であ

るため、登録

はされていま

せん。※ 
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３ 抜け駆け登録への対策 

 

（１）抜け駆け登録されないためには 

自社商標を他者に先駆けて出願することが唯一の手段です。また、同一あるい

は類似の商標が使用された際に登録がなされていれば、商標権者として差止請求や

損害賠償請求を行うことで、市場から排除することも可能です。 

 

（２）抜け駆け出願(登録）を発見した場合には 

① 相手の権利を無効化するため法的措置をとる 

出願中であれば、異議申し立てや情報提供など、その国の制度に基づく対抗手

段の手続きを行います。また、登録がなされた場合には、無効審判請求が最も

適当な手段です。手続きには、当該国の商標制度に精通し、現地代理人などの

コネクションを持つ国内の弁理士事務所等を通じて行うことになります。 

著名商標であることを主張して取消申立を行ったり、登録後３年間使用実績が

なければ、不使用取消請求を行うなどの方法があります。いずれも相当の時間

や経費、労力がかかることや、立証の難しさが大きなハードルとなります。 

 

② 商標権を買い取るか使用料を支払う 

抜け駆け登録者から買取や支払要求があった場合には、抜け駆け登録を助長さ

せないためにも応じないことが適切です。 

事情によっては、権利を買い取ったり、使用料を支払うこともやむを得ない場

合がありますが、公的相談窓口や弁護士等にまず相談することが大切です。 

 

（３）詳しい対策を学ぶ 

抜け駆け登録への最善の対策は、前述のとおり、他者に先駆けて出願することです。 

しかしながら、特に中小企業では、商標の重要性や手続などが分からないため出願を

見送ってきたなどの理由も少なからずあるかもしれません。 

特許庁では、こうした問題に対し、支援するため、様々な資料を公開していますのでそ

の一部を紹介します。 

 

①「知っておこう商標のキホン ～商標制度の概要～」 

初心者向けの資料ですが、商標の基礎知識から海外で商標を守るための解説が

なされています。 

特許庁のホームページの下記ＵＲＬにアクセスしてご覧になることができるほか、

(社)長崎県発明協会（大村市池田 2-1303-8）において、ＤＶＤ版の貸し出しも行っ
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ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特許庁ホームページ】http://www.jpo.go.jp/seido/s_shouhyou/kihon_video.htm 

 

②中国、台湾版商標権冒認出願 対策マニュアル 

企業や自治体の法務部門向けに最近の冒認出願の実例に鑑み、事前・事後にと

り得る対策及び手続の流れ、実際に日本企業が第三者から商標を取り戻した事例

等を紹介したマニュアルが公開されています。 

【特許庁ホームページ】 

ホーム » 外国知的財産権情報 » 冒認商標対策 » 中国・台湾での我が国

地名の第三者による商標出願問題への総合的支援策について 

http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/torikumi/kokusai/kokusai2/shohyo_syut

ugantaisaku.htm 
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４ 抜け駆け出願の事例 

韓国、台湾及び中国での商標権をめぐっては、日本の地名や地域ブランド、日

本企業が保有する著名な商標や著作物などについて、全く関係のない第三者によっ

て商標出願される、いわゆる「冒認出願」といわれる事例が急増しています。 

日本貿易振興機構（JETRO）が実施した調査（平成２３年５月）によると、中国

において２７都道府県、３政令指定都市の名称について抜け駆け商標出願が確認さ

れており、そのうち２４府県と２政令指定都市名については、既に一部の出願が審

査を経て登録されていることが確認されています。 

なお、各種事例については、以下のウェブページに掲載されています。 

 

日本貿易振興機構（JETRO）ホームページ 

「中国における日本の地名等に関する商標登録出願について」 

http://www.jetro-pkip.org/html/zt_16_page_1.html 

「中国商標権冒認出願判例・事例集」 

http://www.jetro-pkip.org/upload_file/2009051948891001.pdf 

「韓国の知的財産権侵害判例・事例集」 

http://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/ip/ 

特許庁ホームページ 

「中国の知的財産権侵害判例・事例集」 

http://www.jpo.go.jp/torikumi/mohouhin/mohouhin2/manual/manual.htm 

「台湾特許商標関連判例集」 

http://www.jpo.go.jp/torikumi/mohouhin/mohouhin2/manual/manual.htm 

 

中国で事業展開する企業が無用なトラブルに巻き込まれることがないように、

長崎県は、平成２０年１０月に「長崎」を、魚介類，茶，菓子，しょうゆ，日本酒

などの指定商品について商標出願し、平成２１年１１月に「中国において公衆によ

く知られている外国地名であるため登録できない」との理由により拒絶査定となっ

たものの、本査定により、「長崎」は誰も商標登録ができないということを広く知

らしめることができました。 

一方、韓国では、平成１９年１０月に「長崎ちゃんぽん 나가사키 짬뽕 장기

ちゃんぽん」が抜け駆け出願されましたが、この出願については、韓国特許庁が、

審査の結果、商品識別力がないこと（韓国商標法第６条第１項第７号）及び消費者
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に商品の品質を誤認・混同させる虞があること（韓国商標法第７条第１項第１１号）

を理由に、権利を付与しない決定を下しました。 

しかし、平成２４年３月、今度は「長崎」の発音に近い「나가사끼」（ながさっ

き）と「ちゃんぽん」を意味する「짬뽕」を組み合わせた商標が韓国で抜け駆け出

願されていることが判明しました。 

そこで県では、韓国特許庁に対し、韓国で異議申し立てに準じる行為である「情

報提供」の手続を行いました。 

その結果、顕著な地理的名称であること（韓国商標法第６条第１項第４号）及

び商品識別力がないこと（韓国商標法第６条第１項第７号）を理由に拒絶決定が行

われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 [商標登録出願][商標]商標登録出願書 2011.11.26 受理 

2 [出願に対する情報(商標)]情報提出  2012.08.02 受理 

3 意見提出通知書      2012.10.16 発送処理完了 

4 情報提供の処理結果通知書 2012.10.16 発送処理完了 

5 拒絶決定書        2013.01.29 発送処理完了 
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５．支援機関・関係機関等 

（１）長崎県内における知財総合支援窓口 

中小企業等が企業経営の中で抱える知的財産に関する悩みや課題を一元的に

受け付け、その場で解決を図るワンストップサービスを提供する「知財総合支

援窓口」が九州経済産業局により平成２３年度に九州各県に開設されました。 

本県では「一般社団法人長崎県発明協会」が相談窓口となっており、大村、長

崎、佐世保で開設日を設け、知財トータルサポーターが知的財産に関する各種

相談のほか、内容に応じ専門家（弁理士）のアドバイスを受ける機会を設けて

います。 

商標については、概要、先願調査の仕方、商標出願の方法、費用等に関する相

談などを受けています。 

 

開設地区  

大村 月曜日～金曜日 (9:00～17:45) 

(社)長崎県発明協会（大村市池田 2-1303-8 工業技術センター内） 

長崎 毎週 火・水曜日(10:00～16:00) 

(財)長崎県産業振興財団（長崎市出島 2-11 出島交流会館 6F） 

佐世保 毎週 木・金曜日(10:00～16:00) 

(財)長崎県産業振興財団佐世保事業所 

（佐世保市天満町 1-27 県北振興局天満庁舎 6F） 

※ 開催日の詳細は、長崎県発明協会のホームページで確認ください。 

なお、電話によるお問い合わせ、相談予約はすべて大村窓口(TEL 0957-52-1144)で受付

けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：九州経済産業局「中小企業に対する新たな知財支援体制の構築のイメージ」 
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（２）独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ） 

独立行政法人日本貿易振興機構（以下「ジェトロ」といいます）では、日本

企業の海外展開支援や対日投資の促進、調査研究を通じた日本経済への貢献に

取り組んでいますが、これらに関連して知的財産権保護のための調査および情

報提供を行っており、ホームページで調査報告者やマニュアルなど役に立つ情

報を公開しています。 

また、これから海外への進出を考えている中小企業を対象に、中国、香港、

タイ、米国、フランス、ドイツでの海外展開予定国における商標先行登録状況

を調査し、報告書を作成、法的観点を含めた助言も行っています（中小企業商

標先行登録調査・相談事業）。 

○ジェトロ 「知的財産権保護」のウェブページ 

http://www.jetro.go.jp/theme/ip/ 

 

（３）弁理士 

各国でそれぞれ違う商標制度に精通し、権利取得や冒認商標出願に対する法

的対応のスペシャリストといえます。 

日本弁理士会が公開している「弁理士ナビ」を利用すれば、条件に合った弁

理士を簡単に探すことができます。 

「弁理士ナビ」http://www.benrishi-navi.com/ 
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（５）その他関係機関 

一般社団

法人 

長崎県発

明協会 

知財総合支援窓口 

〒856-0026 

大村市池田２丁目１３０３－８ 

長崎県工業技術センタ－内 

電話：0957-52-1144 

ＦＡＸ：0957-52-1145 

ＵＲＬ： 

http://www6.ocn.ne.jp/~jiii/ippansyadan/tokukatu.htm 

特許庁 

総務部 

国際課 

〒100-8915 

東京都千代田区霞が関３丁目４番３号 

電話：03-3581-1101（内線 2565） 

FAX：03-3581-0762 

URL：http://www.jpo.go.jp/indexj.htm 

九州経済

産業局 

地域経済部 

特許室 

〒813-8546 

福岡市博多区博多駅東２丁目１１番１号 

福岡合同庁舎本館（６階、７階） 

電話：092-482-5463 

FAX：092-482-5392 

URL： 

http://www.kyushu.meti.go.jp/aboutmeti/mis/to

kkyo/default.htm 

長崎県 

産業労働部 

産業振興課 

〒850-8570 

長崎市江戸町２－１３ 

電話：095-895-2637（ダイヤルイン） 

FAX：095-895-2579 

 

独立行政法人日

本貿易振興機構

（ジェトロ） 

〒107-6006 

東京都港区赤坂１丁目 12-32 アーク森ビル（総合案内 ６階） 

電 話：03-3582-5511（総合案内） 

ＵＲＬ：http://www.jetro.go.jp/indexj.html 

ジェトロ 

ソウル事務所 

3rd Floor, Young Poong Bldg.,33 Sorin-dong , Chongro-ku, Seoul, 

REPUBLIC OF KOREA 

電 話：+82-2-739-8657 

ＦＡＸ：+82-2-739-4658 

ＵＲＬ：http://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/kr_seoul/ 

ジェトロ 

広州事務所 

2601, CITIC Plaza, 233 Tian He Road North, Guangzhou 510613, CHINA 

電 話：+86-20-8752-0060 

ＦＡＸ：+86-20-8752-0077 

ＵＲＬ：http://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_guangzhou/ 

ジェトロ 

上海事務所 

21st Floor, Shanghai International Trade Centre., 2201, Yan An Xi 

Road, Shanghai 200336, CHINA 

電 話：+86-21-62700489 

ＦＡＸ：+86-21-62700499 

ＵＲＬ：http://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_shanghai/ 
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ジェトロ 

大連事務所 

Senmao Building 19F, 147 Zhongshan Road,Dalian 116011, CHINA 

電 話：+86-411-83609-418 

ＦＡＸ：+86-411-83609-498 

ＵＲＬ：http://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_dalian/ 

ジェトロ 

青島事務所 

Room 12-D, Cosco Plaza, 61Hong Kong Middle Road, Qingdao, Shandong, 

266071, CHINA 

電 話：+86-532-83878909 

ＦＡＸ：+86-532-83878900 

ＵＲＬ：http://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_qingdao/ 

ジェトロ 

北京事務所事務

所知的財産部 

7003 Chang Fu Gong Office Building, Jia-26, Jian Guo Men Wai Street, 

Beijing, CHINA 100022 

電 話：+86-10-6528-2781 

ＦＡＸ：+86-10-6528-2782 

ＵＲＬ：http://www.jetro-pkip.org/ 

ジェトロ 

武漢事務所 

12 Floor, Bldg A, New World Center, 634 Jie Fang Road, Wuhan 430032, 

CHINA 

電 話：+86-(0)27-8359-0755 

ＦＡＸ：+86-(0)27-8359-0726 

ＵＲＬ：http://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_wuhan/ 

ジェトロ 

香港事務所 

Room4001, 40/F., Hopewell Centre, 183 Queen's Road East, Wan Chai, 

HONG KONG, CHINA 

電 話：+852-2526-4067 

ＦＡＸ：+852-2868-1455 

ＵＲＬ：http://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_hongkong/law-tax/ 

公益財団法人 

交流協会 

〒106-0032 

東京都港区六本木３丁目１６番３３号青葉六本木ビル７階 

電 話：03-5573-2600（代表） 

ＦＡＸ：03-5573-2601 

ＵＲＬ：http://www.koryu.or.jp/ez3_contents.nsf/Top 

公益財団法人 

交流協会 

台北事務所 

Tung Tai BLD., 28 Ching Cheng st.,Taipei 10547 

電 話：+886-2-2713-8000（代表） 

ＦＡＸ：+886-2-2713-8787 

ＵＲＬ：http://www.koryu.or.jp/taipei/ez3_contents.nsf/Top 

公益財団法人 

交流協会 

高雄事務所 

9F、10F 87 Hoping １st. Rd,Lingya Qu Kaohsiung Taiwan. 

電 話：+886-7-771-4008（代表） 

ＦＡＸ：+886-7-771-2734 

ＵＲＬ：http://www.koryu.or.jp/kaohsiung/ez3_contents.nsf/Top 

一般社団法人 

発明推進協会 

〒105-0001 

東京都港区虎ノ門 2-9-14 発明会館 

ＵＲＬ：http://www.jiii.or.jp/ 

一般社団法人 

発明推進協会  

アジア太平洋 

工業所有権 

センター 

〒100-0013 

東京都千代田区霞ヶ関３－４－２ 商工会館：弁理士会館ビル５F 

電 話：03-3503-3025 

ＦＡＸ：03-3503-3239 

ＵＲＬ：http://www.jiii.or.jp/apic/jp/top.htm 
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日本弁理士会 

〒１００－００１３ 東京都千代田区霞が関３－２－６ 東京倶楽部

ビルディング１４階 

電 話：０３－３５８１－１１２１(代) 

ＦＡＸ：０３－３５８１－９１８８8 

ＵＲＬ：http://www.jpaa.or.jp/ 

日本弁理士会

九州支部 

〒８１２－００１１ 福岡市博多区博多駅前２丁目１番１号 福岡朝

日ビル８階 

電 話：０９２－４１５－１１３９ 

ＦＡＸ：０９２－４１５－１１６９ 

ＵＲＬ：http://www.jpaa-kyusyu.jp 
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